
○ 国土交通省は、航空法における独占禁止法の適用除外制度（ＡＴＩ）
について、提携深化協定（共同運賃の設定等、事業者間の提携を深めるため

の協定）を認可対象（平成22年～）に加え、運用を行っている。一方、こう
した提携深化協定を含むATIについては、市場における競争の制限
につながり、運賃の高騰等を招くおそれがあるとの意見もあり、その
あり方について検討することが必要とされている。

航空法における独占禁止法適用除制度に関する調査研究（概要）

（１）諸外国（米国・ＥＵ・オーストラリア）における航空会社間の提携に対する競争法適用除外制度の取扱

 国ごとに制度は異なるが、利用者利便等の公共の利益や経済的効率性を勘案し、競争法との整合性について判断するスキームが構
築されており、適用除外についても制度化されている。各国とも、提携深化協定についてそのスキームを通じて実施が認められている。

 特に、米国においてはグローバルな航空政策の側面からATIについて我が国と同様に運輸当局が認可を実施。

（２）我が国における提携深化協定による利用者利便への影響

 先行研究に基づき計量モデルを構築し、現時点で利用可能なデータを用い、運賃への影響を定量的に分析。

 その結果、 ATIの認可を受けた提携深化協定の実施後、運賃が低下したことが確認され、ATIによる競争減殺効果は現時点で確認さ
れなかった。このことから、現時点において我が国ATI制度は適切に機能していると判断することが可能。

研究の目的

研究結果

○ 以上の結果より、現時点において、我が国のATIはグローバルアライアンス間競争を活性化する上でのツールとしての機能を果たして
おり、引き続き制度を適切に運用していくことが求められる。

○ 今回の分析では十分なデータが蓄積されていなかったことから、より広範かつ長期的なデータを蓄積していくことが適切。

結論

○ 以上を踏まえ、政策部局が今後の本制度の在り方を検討する際の基礎資料とするため、（１）諸外国における同様の制度の取扱、
（２）我が国における提携深化協定による利用者利便への影響について現時点で可能な範囲で調査を行った。

（参考）提携深化協定による共同事業の主な内容
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